
表２ 表３

農政調査時報 第588号 2022秋
2022年10月28日

  頒価　423円（本体385円＋税）送料別
発行人  稲垣照哉　編集人  砂田嘉彦

発行　一般社団法人 全国農業会議所（全国農業委員会ネットワーク機構）
〒102-0084　東京都千代田区二番町9-8　中央労働基準協会ビル内

TEL 03-6910-1131　FAX 03-3261-5134
全国農業図書コード　R04-19

く

　「数字」は文章にどう表記すればいいのだろ
うか。編集をしながらそんなことを悩む。
　日本語は，「万」「億」「兆」の４桁で区切る「万
進法」だ。一方，欧米は３桁で区切る「千進法」
だ。「thousand（1,000）」「million（1,000,000）」

「billion（1,000,000,000）」である。
　「12,345,678」（欧米式）
　「1234万5678円」（日本式）
　「1,234万5,678円」（折衷式）
　横書きの主な表記はこの三つ。欧米式より，
日本式が読みやすいと多くの人が感じるのでは
ないだろうか。では，日本式と折衷式ではどう

だろう。これは認識が分かれそうだ。
　国の統計報告書などの文書をみると，省庁に
よって表記を日本式とするか，折衷式とするか
は異なる。省庁ごとにはある程度は統一されて
いるものの，報告書によって違っていたりもす
る。筆者は，折衷式は屋上屋を架すもので，日
本式の方がすっきりして読みやすいと思う。
　数字の表記では，半角文字，全角文字のどち
らがいいかといったことも考える。大事にしな
ければならないのは，読む側が読みやすいとい
うこと。内容とともに，見た目や読みやすさに
も気を付けたい。

▶　▶　▶ 編　集　後　記 ◀　◀　◀
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寄　稿

3 農政調査時報　第588号 2022秋

１．新型コロナと食料安全保障

　新型コロナ感染症が我が国で発生してか
ら，３度目の秋を迎えた。幾度かの感染の大
波を繰り返しつつも，ワクチン接種や経口薬
の開発，国民の感染予防対策の励行などによ
り，当初に比べればその影響は小さくなって
きているように感じられる。一方で，この感
染症は，国内外を問わず，現代社会・経済の
脆
ぜい

弱
じゃく

性を顕在化させた。開かれた国際市場
と価格メカニズムへの信頼を所与の前提とし
た経済・社会システムの危うさが露呈した３
年間であった。
　従来，安い資源や労働力を求めて展開され
た「国際化」，国内外を問わず徹底された「分
業化」，需要・供給の両面での「大都市にお
ける大量消費・大量生産」などに代表される
効率優先の考え方は，戦後我が国における成
功の条件とさえ考えられてきた。大企業はも
とより，中小・零細企業に至るまで，このよ
うな効率優先の厳しい競争社会においてぬれ
雑巾を絞るような苛

か

烈
れつ

な企業活動を強いられ
てきた。ところが，新型コロナの国際的な流
行に伴い，世界のどこかで講じられた「人」・
「物」・「金」の流通のロックダウンは，これ
まで成功の条件とさえ認識されていた「国際
化」も「分業化」も砂上の楼閣にすぎなかっ
たことを明らかにした。いつでも必要量を安
定して調達できたはずのマスクや消毒用アル

コールがスーパーやコンビニエンスストアの
棚から消え，経済産業省が97パーセント超の
国内自給率を喧

けん

伝
でん

し人心の安定を求めたトイ
レットペーパーが，何週間にもわたって消費
者の手に届かない，そんな危うい消費経済社
会の現実が国民の前に突き付けられることと
なった。
　そんな中で，幸いにも，食料品が手に入ら
ないという致命的な事態には至らなかった
が，カロリーベースの食料自給率が40％前後
で長期停滞を続けている我が国では，食料不
足はいつ起きてもおかしくはないことであ
る。今般のコロナ禍においては，備蓄の存在
や農林漁業者・食品産業界の努力により，食
料供給システムには大きな混乱は生じなかっ
たが，これを奇貨として，命をつなぐ食料安
全保障を真剣に考える契機とするべきであろ
う。

２．経済安全保障と食料

　新型コロナが我が国経済に甚大な影響を与
えている中で，政府は素早い反応を見せた。
昨年秋には経済安全保障法制に関する有識者
会議を立ち上げ，本年２月25日には経済安全
保障推進法案を閣議決定した。この間，ロシ
アによるウクライナ侵攻という予期せぬ事態
が出
しゅっ

来
たい

したことを背景に，本法案は本年の通
常国会の最重要法案となり，会期末まで１カ
月も残した５月には，可決成立を見ることと

一般財団法人 食品産業センター理事長
（元農林水産省大臣官房長）

食料安全保障と農政

荒川　　隆
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